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１　佐久市下水道事業特別会計決算
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収入

支出

当初
予算額

補正
予算額

予備費
支出額

流用
増減額

円 円 円 円

第1款
下水道事業
費用

△ 135,732,000

  第1項
  営業費用

△ 138,712,000

  第2項
  営業外費用

△ 1,356,000

  第3項
  特別損失

  第4項
  予備費

令和３年度佐久市

（１）収益的収入及び支出

区分

予算額

当初予算額 補正予算額

地方公営企業法
第２４条第３項の

規定による
支出額に係る
財源充当額

合計

円 円 円 円

第1款   下水道事業収益 △ 1,281,000

第2項  営業外収益 △ 46,971,000

第1項  営業収益

第3項  特別利益

区分

予算額

地方公営
企業法第
２４条第
３項の規
定による
支出額

小計

地方公営
企業法第
２６条第２
項の規定

による
繰越額

円 円 円
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円 円

合計

円 円 円 円

　　　下水道事業決算報告書

予算額

税込決算額
予算額に
比べ決算
額の増減

備考
合計

円 円

うち仮受消費税及び地方消費税        190,026,118

うち仮受消費税及び地方消費税                    52

うち仮受消費税及び地方消費税             740,855

予算額

税込決算額

地方公営
企業法第
２６条第２
項の規定

による
繰越額

不用額 備考

円

うち仮払消費税及び地方消費税

うち仮払消費税及び地方消費税
                         　       40,320
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収入

当初予算額

円

支出

当初
予算額

補正
予算額

流用
増減額

地方公営
企業法

第２６条の
規定による

繰越額

円 円 円 円 円 円

第1款
資本的支出

△ 202,061,000

  第1項
  建設改良費

△ 19,774,000

  第2項
  企業債
  償還金

△ 182,450,000

  第3項
  基金積立金

（２）資本的収入及び支出

区分

予算額

補正予算額 小計

地方公営企業法
第２６条の
規定による

繰越額に係る
財源充当額

円 円 円

△ 338,086,000

第1項  企業債 △ 199,300,000

第1款   資本的収入

第3項  工事負担金

第2項  国庫補助金 △ 8,068,000

第4項  他会計出資金 △ 158,553,000

第6項  保険金

第5項  基金繰入金 △ 1,000

区分

予算額

小計

継続
費逓
次繰
越額

合計

　　　　資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額1,393,385,249円は、減債積立金取崩額200,000,000円、建設改良積立金取崩額100,000,000円、
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継続費逓次
繰越額に係る
財源充当額

合計

円 円 円 円

継続
費逓
次繰
越額

円 円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税及び
地方消費税

予算額

税込決算額
予算額に
比べ決算
額の増減

△ 98,000,000

円

△ 244,677,730

備考

△ 149,363,000 149,363,000は翌年度繰越

98,000,000は翌年度繰越

△ 1,000

予算額

税込決算額

翌年度繰越額

不用額 備考
合計

地方公営
企業法

第２６条の
規定による

繰越額

合計

　　　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額71,019,473円、繰越工事資金79,187,800円及び過年度分損益勘定留保資金943,177,976円をもって補填した。
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１ 営業収益

（１） 下水道使用料

（２） 他会計負担金

（３） その他営業収益

２ 営業費用

（１） 排水設備費

（２） 管渠費

（３） ポンプ場費

（４） 処理場費

（５） 普及指導費

（６） 業務費

（７） 総係費

（８） 減価償却費

（９） 資産減耗費

営業損失

３ 営業外収益

（１） 受取利息及び配当金

（２） 他会計補助金

（３） 長期前受金戻入

（４） 雑収益

４ 営業外費用

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費

（２） 雑支出

経常利益

５ 特別利益

（１） 固定資産売却益

（２） その他特別利益

６ 特別損失

（１） 過年度損益修正損

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

令和３年度佐久市下水道事業損益計算書

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

（単位：円）



　－６（欠）－



－7－

令和３年度佐久市下水道事業剰余金計算書
　（令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月31日まで）

国庫補助金 県補助金
受益者負担金

・分担金
その他

資本剰余金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

資本金への組入れ

減債積立金

建設改良積立金

当年度変動額

他会計出資金の受入れ

減債積立金の取り崩し

建設改良積立金の取り崩し

当年度純利益

令和３年度佐久市下水道事業剰余金処分計算書（案）

（単位：円）

資本金 資本剰余金
未処分利益

剰余金

△ 550,000,000

資本金組入れ △ 300,000,000

減債積立金 △ 200,000,000

建設改良積立金 △ 50,000,000

(繰越利益剰余金）

資本金

剰余金

資本剰余金

処分後残高

処分後残高

当年度末残高

当年度末残高

議会の議決による処分額
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（単位：円）

資本剰余金合計 減債積立金 建設改良積立金 未処分利益剰余金 利益剰余金合計

△ 418,000,000 △ 148,000,000

△ 418,000,000 △ 148,000,000

△ 148,000,000 △ 148,000,000

△ 220,000,000

△ 50,000,000

（繰越利益剰余金）

△ 200,000,000 △ 100,000,000

△ 200,000,000

△ 100,000,000

(当年度未処分利益剰余金）

剰余金

資本合計
資本剰余金 利益剰余金
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１ 固定資産

（１） 有形固定資産

イ　土地

ロ　建物

     減価償却累計額 △ 3,900,902,183

ハ  構築物

     減価償却累計額 △ 30,174,231,494

ニ　機械及び装置

     減価償却累計額 △ 8,051,722,897

ホ　車両運搬具

     減価償却累計額 △ 6,820,590

ヘ　工具器具及び備品

     減価償却累計額 △ 30,179,677

ト　建設仮勘定

有形固定資産合計

（２） 無形固定資産

イ　その他無形固定資産

無形固定資産合計

（３） 投資その他の資産

イ　基金

ロ　その他投資

投資その他の資産合計

固定資産合計

２ 流動資産

（１） 現金預金

（２） 未収金

貸倒引当金 △ 23,133,791

（３） 前払金

流動資産合計

資産合計

令和３年度佐久市下水道事業貸借対照表
（令和4年3月31日）

（単位：円）

資産の部
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３ 固定負債

（１） 企業債
イ　建設改良費等の財源
　　に充てるための企業債

企業債合計

（２） 引当金

イ　退職給付引当金

引当金合計

固定負債合計

４ 流動負債

（１） 企業債
イ　建設改良費等の財源
　　に充てるための企業債

企業債合計

（２） 未払金

（３） 引当金

イ　賞与引当金

ロ　法定福利費引当金

ハ　修繕引当金

引当金合計

(４) 預り金

(５) その他流動負債

流動負債合計

５ 繰延収益

長期前受金

収益化累計額 △ 22,311,190,082

繰延収益合計

負債合計

負債の部
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６ 資本金

７ 剰余金

（１） 資本剰余金

イ　国庫補助金

ロ  県補助金

ハ　受益者負担金・分担金

二　その他資本剰余金

資本剰余金合計

（２） 利益剰余金

イ　減債積立金

ロ　建設改良積立金

ハ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

資本の部
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第１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

   １　固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産

　　　ア　減価償却の方法　　定額法

　　　イ　主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　 15～50年

　　　　　構築物　　　　　　　 50年

　　　　　機械及び装置　　　　 20年

　　　　　車両運搬具　　　　　 4～6年

　　　　　工具器具及び備品　　 2～15年

　（２）無形固定資産

　　　ア　減価償却の方法　　定額法

　　　イ　主な耐用年数

　　　　　その他無形固定資産　　　　　　　 5年

   ２　引当金の計上方法

　（１）貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。

　（２）退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上

　　　している。

　（３）賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、

　　　当事業年度の負担に属する額を計上している。

　（４）法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における

　　　支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　（５）修繕引当金

　　　　設備等に係る修繕費用の支出に備えるため、当事業年度末における支出見込額を計上している。

　　　　なお、平成26年3月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩す

　　　こととしている。

   ３　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　（１）消費税等の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

第２　キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

   １　重要な非資金取引

　（１）現物出資の受入れによる資産の取得

　　　  当事業年度、新たに計上した現物出資の受入による資産の取得額は次のとおりである。

　　　  構築物　

第３　貸借対照表等に関する注記

   １　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　  貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還

　　  予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、3,358,448,860円である。

　

令和３年度佐久市下水道事業決算注記

68,805,900円
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第４　セグメント情報に関する注記

   １　報告セグメントの概要

　　　  下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、

　　  小規模集合排水処理事業、コミュニティ・プラントを運営しており、各事業で運営方針を決定して

　　  いることから、これら事業を報告セグメントとしている。

　　　  なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

   ２　報告セグメントごとの営業収益等の金額に関する情報

　当事業年度（自　令和 3年 4月 1日　至　令和 4年 3月 31日）

（単位：円）

第５　その他の注記

   １　貸倒引当金の目的使用による取り崩し

　　　  当事業年度において、債権の不納欠損による損失として6,456,973円を取り崩している。

   ２　退職給付引当金の目的使用による取り崩し

　　　  当事業年度において、退職手当として1,708,590円を支給するため、退職給付引当金1,708,590円を

　　  取り崩している。

   ３　賞与引当金の目的使用による取り崩し

　　　  当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として28,212,765円を支給するために、

　　  賞与引当金8,740,835円を取り崩している。

   ４　法定福利費引当金の目的使用による取り崩し

　　　  当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として5,467,840円を

　　  支給するために、法定福利費引当金1,788,952円を取り崩している。

事業区分 事業の内容

　公共下水道事業 　公共下水道施設の管理運営業務

　特定環境保全公共下水道事業 　特定環境保全公共下水道施設の管理運営業務

　農業集落排水事業 　農業集落排水処理施設の管理運営業務

　小規模集合排水処理事業 　小規模集合排水処理施設の管理運営業務

　コミュニティ・プラント 　コミュニティ・プラントの管理運営業務

事業区分 公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
農業集落
排水事業

小規模集合
排水処理事業

コミュニティ・
プラント 合計

営業収益

営業損益 △ 421,361,999 △ 246,809,648 △ 132,335,228 △ 1,537,783 △ 846,092 △ 802,890,750

営業費用

経常損益 △ 52,705,960 △ 28,721,096 △ 1,085,748

セグメント資産

その他の項目　

セグメント負債

―

他会計繰入金 ―

―

他会計負担金 ― ― ―

他会計出資金 ―

他会計補助金

減価償却費

― ― ―

特別利益 ― ― ―

　　　　有形固定資産及び
　　　　無形固定資産の増加額

― ―

特別損失



２　佐久市下水道事業報告書
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令和３年度 佐久市下水道事業報告書

１ 概 況

（１）総括事項

佐久市の下水道事業は、昭和 年度から事業を開始し、昭和 年度から供用

開始した公共下水道事業をはじめ、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水

事業、小規模集合排水処理事業、コミュニティ・プラントの５事業からなってい

ます。

令和３年度末には合併処理浄化槽を含む市内全体の水洗化率は ％と水洗

化が進んでいますが、管渠等は事業着手から 年以上経過する箇所があるなど

老朽化も進んでおり、「普及整備」から「維持管理」の時代を迎えています。

そのため、当市では、平成 年度に策定した「佐久市下水道ストックマネジメ

ント計画」（策定後５年間における点検・調査、修繕・改築計画を対象、令和４

年度改定予定）に基づき、供用開始から 年を経過する公共下水道を中心に改築

更新を進めています。

一方、平成 年度に策定した「佐久市生活排水処理施設第１期統廃合計画」の

計画が完了したことから、令和元年度から調査・検討を開始していた「佐久市生

活排水処理施設第２期統廃合計画」を令和３年度末に策定し、今後において計画

を進めていきます。

また、平成 年度に策定した「佐久市下水道事業経営戦略」を中長期における

収支見通しの明確化、経営戦略に係る質の向上及び経営基盤強化のため、令和３

年度末に改定しました。将来的な人口減少に伴う下水道使用料の減少、国・県の

各種補助金削減などが予想され、施設の維持管理費及び改築更新費に充てられる

財源については、年々確保が困難になるものと考えられます。

市民生活のライフラインである下水道事業の持続的な運営確保に向けて経営の

健全化・効率化による経営基盤の強化を進めていきます。

（普及促進について）

当市の下水道事業には、市内のみを事業区域とする公共下水道、特定環境保全

公共下水道、農業集落排水処理施設、小規模集合排水処理施設、コミュニティ・

プラントにより処理する地区と、複数市町が事業区域となる南佐久環境衛生組合、

川西保健衛生施設組合により処理されている地区があります。また、下水道の整

備区域外においては、合併処理浄化槽を利用する地区となります。
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これらの地区から、南佐久環境衛生組合、川西保健衛生施設組合、合併処理浄

化槽の利用地区を除く下水道整備計画区域の令和３年度末時点における汚水処理

普及人口は 80,154人（普及率 98.9％）、水洗化人口は 76,967人（水洗化率 95.0％）

となっています。 

（経営面について） 

令和３年度の経常収支については、前年度に引き続き黒字決算となり、経常利

益は 246,969,419円（消費税等抜き）で前年度比 85.7％となりました。 

営業収益については、前年度比 100.8%と前年度と概ね同様の収益を計上するこ

とができました。営業費用については、令和元年東日本台風により被災した下水

道施設が本復旧したことから通常業務に戻り、委託料、修繕費、動力費等の費用

増、災害復旧に伴う資産の減価償却費の増及び物価等の高騰などにより前年度比

105.5%となり、営業費用の増加が経常利益の減少要因となりました。 

純利益については、前年度比 90.5％の 249,641,187円（消費税等抜き）を計上

することができました。引き続き、災害復旧工事による減価償却費の増及び物価

上昇に伴う経費の増が見込まれるため、今後とも経営安定に向けて取り組んでい

きます。このほか、下水道使用料の支払方法としてスマートフォン決済を新たに

導入しました。 

（維持管理について） 

当市の下水道事業では、運転開始から 30 年以上経過する施設及び既に耐用年

数を経過した機械等が存在し、施設全体の老朽化が進行しています。 

このような状況の中で全ての下水道施設において計画的な点検・管理を行うと

ともに、機械等の不具合の際には迅速な修繕を行うことにより施設の大きなトラ

ブルもなく稼働が確保されています。 

また、汚水処理後の放流水についても、年間を通じて下水道法等の基準値をク

リアする安定した水質が確保されました。 

（建設改良事業について） 

汚水管渠工事については、主な整備地区を佐久平駅南土地区画整理事業地区とし

て管路延長 4,285ｍ、面積にして 24.78ha の整備を行いました。令和３年度末に

おける公共下水道の汚水渠総延長距離は 498,037ｍとなり、整備面積は認可面積

2,363.7haの約 92.0％に当たる 2,175.6haとなりました。 

汚水管渠工事費については、市民サービスの向上及び工事の平準化を促すため、

契約年度に支出を要さず翌年度以降に全額を支払うよう債務を設定する「ゼロ債

務負担行為」を令和３年 12 月補正予算にて設定し７件の工事を実施しています。 
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処理施設等の更新については、志賀地区農業集落排水処理施設において機能強

化工事、野沢中継ポンプ場において令和２年度から２年間の債務負担行為にて実

施した電気設備更新工事が終了しました。佐久市下水道管理センターにおいては

令和３年度から２年間の債務負担行為にて監視制御設備更新工事、南岩尾地区農

業集落排水処理施設においては機能強化工事を次年度内終了に向けて実施してい

ます。

また、令和元年東日本台風により被災した下水道施設については、下水道管理

センターにおける災害関連工事、塩名田水管橋災害復旧に係る舗装本復旧工事が

終了しました。この結果、令和２年度末に完了した下水道施設の本復旧に続き、

災害関連工事についても全て終了することができました。
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処理施設等の更新については、志賀地区農業集落排水処理施設において機能強

化工事、野沢中継ポンプ場において令和２年度から２年間の債務負担行為にて実

施した電気設備更新工事が終了しました。佐久市下水道管理センターにおいては

令和３年度から２年間の債務負担行為にて監視制御設備更新工事、南岩尾地区農

業集落排水処理施設においては機能強化工事を次年度内終了に向けて実施してい

ます。

また、令和元年東日本台風により被災した下水道施設については、下水道管理

センターにおける災害関連工事、塩名田水管橋災害復旧に係る舗装本復旧工事が

終了しました。この結果、令和２年度末に完了した下水道施設の本復旧に続き、

災害関連工事についても全て終了することができました。

（２) 経営指標に関する事項

【経営指標の推移】 （単位：％）

（３) 議会議決事項

議案
番号

提  出
年月日

議  決
年月日

第75号

第102号

第140号

第27号

第37号

　令和３年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、老朽化に
伴う修繕費等の増加及び設備、管路更新、災害復旧などに伴う減価償却費の増加等による営業
費用の増加により前年度比1.7ポイント減の108.2％となりましたが、健全経営の水準とされる
100％を上回っています。
　また、下水道使用料の妥当性を示す経費回収率は、前年度比3.6ポイント減の115.2％となりま
したが、事業に必要な費用を下水道使用料で賄えている状況とされる100％を上回っています。
　一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は前年度比1.4ポイン
ト増の44.9％、法定耐用年数を経過した管渠延長の割合を示す管渠老朽化率は0％と法定耐用
年数を経過した管路はありませんが、将来の更新需要に備え、現在の経営状況を維持しつつ、
引き続き計画的な施設更新を行っていきます。

指標項目

[経常収益/経常費用*100]

有形固定資産減価償却率

[有形固定資産減価償却累計額/有形固定
資産のうち償却対象資産の帳簿原価*100]

[下水道使用料/汚水処理費
(公費負担分を除く)*100]

経常収支比率

経費回収率

[法定耐用年数を経過した管渠延長/
下水道布設延長*100]

管渠老朽化率

件 名

令和３年度佐久市下水道事業特別会計補正予算（第１号）について

（注）令和2年度佐久市下水道事業特別会計予算繰越計算書の報告について、令和3年6月7日に提出した。

令和３年度佐久市下水道事業特別会計補正予算（第３号）について

令和４年度佐久市下水道事業特別会計予算について

令和２年度佐久市下水道事業特別会計の利益の処分及び決算認定
について

令和３年度佐久市下水道事業特別会計補正予算（第２号）について
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（４) 行政官庁許可事項

　ア　道路河川占用許可 佐久建設事務所 件

計 件

　イ　占用期間更新許可 佐久建設事務所 件

計 件

（５) 行政官庁許認可事項

（６) 職員に関する事項

　ア　職員数

　イ　労働協約の締結

　労働基準法第36条に基づく時間外労働及び休日労働に関する協定を締結した。

　協定の有効期間　令和3年6月1日から1年間

（７) 使用料その他排水条件の設定変更に関する事項

　該当事項なし

社会資本整備総合交付金交付申請（防災・安全）

現在職員数 現在職員数 増  減

国土交通大臣

国土交通大臣

佐久地域振興局長

計

佐久地域振興局長

農村整備事業（農業集落排水事業）

役職名

申請年月日 申　　請　　先 件 名 許認可年月日

会計年度任用職員

国土交通大臣 社会資本整備総合交付金（通常）第1回変更

課長等

常勤職員

国土交通大臣 社会資本整備総合交付金（防安第1次補正分）

社会資本整備総合交付金交付申請(通常）

農村整備事業（農業集落排水事業）第1回変更
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２　工  事

（１）公共下水道事業

　　ア　建設改良工事の概要

　　（ア）汚水渠施設費

工 事 名 箇所名 　金　　額（円） 内　　　　容

汚水岩村田分区2-6-48号線外　管路工事
岩村田字上樋橋外
（佐久平駅南地区内

第3工区）

PRPφ200mm　L=515.7m
HIVPφ75mm　L=277.6m

汚水岩村田分区2-6-6号線外　管路工事
岩村田字上樋橋外
（佐久平駅南地区内

第1工区）
PRPφ200mm　L=898.0m

汚水岩村田分区2-6-27号線外　管路工事
岩村田字上樋橋外
（佐久平駅南地区内

第2工区）
PRPφ200mm　L=628.1m

汚水岩村田分区2-6-62号線　管路工事（ＭＰ）
岩村田字上樋橋外
（佐久平駅南地区

内）

マンホールポンプ設備工
1か所

汚水岩村田分区2-6-12号線外　管路工事
岩村田字上樋橋外
（佐久平駅南地区内

第2工区）
PRPφ200mm　L=702.0m

汚水岩村田分区2-6-40号線外　管路工事
岩村田字上樋橋外
（佐久平駅南地区内

第2工区）
PRPφ200mm　L=324.1m

汚水中込原分区456-18-1号線外　管路工事
上平尾字

東大久保外
VUφ200mm　L=224.0m

汚水岩村田分区2-6-2号線外　管路工事
岩村田字上樋橋外
（佐久平駅南地区

内）
PRPφ200mm　L=528.0m

汚水臼田第1分区809-1号線　管路工事 臼田字瘤石 PRPφ200mm　L=152.1m

汚水岩村田分区平塚橋マンホールポンプ場
自家発電設備設置工事

根々井字姫宮 自家発電設備設置工　1基

137件

　　（イ）汚水渠舗装本復旧費

工 事 名 箇所名 　内　　　容

計 4件

　　（ウ）汚水渠補償費

　内　　　容

4件

　　金　　額（円）

補 償 名 　　金　　額（円）

300万円未満
佐久市岩村田1712-3付近　給水管移設　ほか3件

計

1,000万円未満
汚水臼田第2分区117号線　取付管工事 ほか126件

計

1,000万円未満
汚水臼田第1分区4-2-2-2号線外　舗装工事　ほか3件

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

㈱光和建設 一般競争入札 R2-R3繰越

㈱平尾開発 一般競争入札 R2-R3繰越

㈱木次工務店 一般競争入札 R2-R3繰越　

㈱メエップ 一般競争入札 R2-R3繰越

㈱佐久総合 一般競争入札 R2ゼロ債務

㈱田中住建 一般競争入札

㈲高橋工業 一般競争入札

㈱佐久総合 一般競争入札

㈲平和建設 一般競争入札

㈱メエップ 一般競争入札

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

（消費税及び地方消費税込み）

（消費税及び地方消費税込み）

（消費税及び地方消費税込み）
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２　工  事

（１）公共下水道事業

　　ア　建設改良工事の概要

　　（ア）汚水渠施設費

工 事 名 箇所名 　金　　額（円） 内　　　　容

汚水岩村田分区2-6-48号線外　管路工事
岩村田字上樋橋外
（佐久平駅南地区内

第3工区）

PRPφ200mm　L=515.7m
HIVPφ75mm　L=277.6m

汚水岩村田分区2-6-6号線外　管路工事
岩村田字上樋橋外
（佐久平駅南地区内

第1工区）
PRPφ200mm　L=898.0m

汚水岩村田分区2-6-27号線外　管路工事
岩村田字上樋橋外
（佐久平駅南地区内

第2工区）
PRPφ200mm　L=628.1m

汚水岩村田分区2-6-62号線　管路工事（ＭＰ）
岩村田字上樋橋外
（佐久平駅南地区

内）

マンホールポンプ設備工
1か所

汚水岩村田分区2-6-12号線外　管路工事
岩村田字上樋橋外
（佐久平駅南地区内

第2工区）
PRPφ200mm　L=702.0m

汚水岩村田分区2-6-40号線外　管路工事
岩村田字上樋橋外
（佐久平駅南地区内

第2工区）
PRPφ200mm　L=324.1m

汚水中込原分区456-18-1号線外　管路工事
上平尾字

東大久保外
VUφ200mm　L=224.0m

汚水岩村田分区2-6-2号線外　管路工事
岩村田字上樋橋外
（佐久平駅南地区

内）
PRPφ200mm　L=528.0m

汚水臼田第1分区809-1号線　管路工事 臼田字瘤石 PRPφ200mm　L=152.1m

汚水岩村田分区平塚橋マンホールポンプ場
自家発電設備設置工事

根々井字姫宮 自家発電設備設置工　1基

137件

　　（イ）汚水渠舗装本復旧費

工 事 名 箇所名 　内　　　容

計 4件

　　（ウ）汚水渠補償費

　内　　　容

4件

　　金　　額（円）

補 償 名 　　金　　額（円）

300万円未満
佐久市岩村田1712-3付近　給水管移設　ほか3件

計

1,000万円未満
汚水臼田第2分区117号線　取付管工事 ほか126件

計

1,000万円未満
汚水臼田第1分区4-2-2-2号線外　舗装工事　ほか3件

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

㈱光和建設 一般競争入札 R2-R3繰越

㈱平尾開発 一般競争入札 R2-R3繰越

㈱木次工務店 一般競争入札 R2-R3繰越　

㈱メエップ 一般競争入札 R2-R3繰越

㈱佐久総合 一般競争入札 R2ゼロ債務

㈱田中住建 一般競争入札

㈲高橋工業 一般競争入札

㈱佐久総合 一般競争入札

㈲平和建設 一般競争入札

㈱メエップ 一般競争入札

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

（消費税及び地方消費税込み）

（消費税及び地方消費税込み）

（消費税及び地方消費税込み）
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　　（エ）汚水渠委託費

内　　　　　容

ストックマネジメント実施方針
策定業務（管路施設）

実施設計業務　L=0.19km

2件

　　（オ）処理場・ポンプ場委託費

　内　　　容

下水道施設耐水化計画策定

処理場・ポンプ場　ストックマ
ネジメント全体計画策定

電気設備更新工事

電気設備更新工事

4件

　　（カ）災害処理場委託費

　内　　　容

災害本復旧工事業務一式

1件

　　イ　保存工事

内　　　　　容

通報装置交換　6か所
代替機製作　2基

初沈ｽｶﾑ移送ﾎﾟﾝﾌﾟｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ
1台
終沈ｽｶﾑ移送ﾎﾟﾝﾌﾟｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ
1台

燃料制御装置交換　1式
発電機盤保護継電器交換　1式

62件

佐久市公共・特環下水道に係る下水道施設耐水化計画策定業
務

佐久市公共下水道佐久市下水道管理センター他再構築基本設
計（ストックマネジメント全体計画）に係る技術的援助

野沢中継ポンプ場　非常用発電装置修繕

佐久市下水道管理センター　スカム移送ポンプ修繕

500万円未満
汚水臼田第2分区23号線外　マンホール修繕　ほか58件

業 務 名 　　金　　額（円）

令和元年東日本台風佐久市下水道管理センター災害本復旧工
事業務

計

　　金　　額（円）

汚水臼田第1分区下滝マンホールポンプ場外　通報装置修繕

工 事 名

業 務 名 　　金　　額（円）

計

業 務 名 　　金　　額（円）

佐久市公共・特環下水道事業ストックマネジメント実施方針策定
業務（管路施設）

計

汚水野沢分区34号線外　実施設計業務

計

佐久市公共下水道事業　野沢中継ポンプ場更新工事業務（繰越
分）

佐久市公共下水道事業　野沢中継ポンプ場更新工事業務

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

アジア航測㈱　信越支店 一般競争入札

㈱モテキ 指名競争入札

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

地方共同法人
日本下水道事業団

協定 R2-R3繰越

地方共同法人
日本下水道事業団

協定 R2-R3繰越

地方共同法人
日本下水道事業団

協定 R2-R3繰越

地方共同法人
日本下水道事業団

協定 R2-R3債務負担

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

地方共同法人
日本下水道事業団

協定
R1-R2債務負担
R2-R3繰越

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

藤田エンジニアリング㈱
上田営業所

一般競争入札

㈲佐久ハマネツ 一般競争入札

中川電気工業㈱ 一般競争入札

（消費税及び地方消費税込み）

（消費税及び地方消費税込み）

（消費税及び地方消費税込み）

（消費税及び地方消費税込み）
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　　（エ）汚水渠委託費

内　　　　　容

ストックマネジメント実施方針
策定業務（管路施設）

実施設計業務　L=0.19km

2件

　　（オ）処理場・ポンプ場委託費

　内　　　容

下水道施設耐水化計画策定

処理場・ポンプ場　ストックマ
ネジメント全体計画策定

電気設備更新工事

電気設備更新工事

4件

　　（カ）災害処理場委託費

　内　　　容

災害本復旧工事業務一式

1件

　　イ　保存工事

内　　　　　容

通報装置交換　6か所
代替機製作　2基

初沈ｽｶﾑ移送ﾎﾟﾝﾌﾟｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ
1台
終沈ｽｶﾑ移送ﾎﾟﾝﾌﾟｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ
1台

燃料制御装置交換　1式
発電機盤保護継電器交換　1式

62件

佐久市公共・特環下水道に係る下水道施設耐水化計画策定業
務

佐久市公共下水道佐久市下水道管理センター他再構築基本設
計（ストックマネジメント全体計画）に係る技術的援助

野沢中継ポンプ場　非常用発電装置修繕

佐久市下水道管理センター　スカム移送ポンプ修繕

500万円未満
汚水臼田第2分区23号線外　マンホール修繕　ほか58件

業 務 名 　　金　　額（円）

令和元年東日本台風佐久市下水道管理センター災害本復旧工
事業務

計

　　金　　額（円）

汚水臼田第1分区下滝マンホールポンプ場外　通報装置修繕

工 事 名

業 務 名 　　金　　額（円）

計

業 務 名 　　金　　額（円）

佐久市公共・特環下水道事業ストックマネジメント実施方針策定
業務（管路施設）

計

汚水野沢分区34号線外　実施設計業務

計

佐久市公共下水道事業　野沢中継ポンプ場更新工事業務（繰越
分）

佐久市公共下水道事業　野沢中継ポンプ場更新工事業務

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

アジア航測㈱　信越支店 一般競争入札

㈱モテキ 指名競争入札

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

地方共同法人
日本下水道事業団

協定 R2-R3繰越

地方共同法人
日本下水道事業団

協定 R2-R3繰越

地方共同法人
日本下水道事業団

協定 R2-R3繰越

地方共同法人
日本下水道事業団

協定 R2-R3債務負担

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

地方共同法人
日本下水道事業団

協定
R1-R2債務負担
R2-R3繰越

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

藤田エンジニアリング㈱
上田営業所

一般競争入札

㈲佐久ハマネツ 一般競争入札

中川電気工業㈱ 一般競争入札

（消費税及び地方消費税込み）

（消費税及び地方消費税込み）

（消費税及び地方消費税込み）

（消費税及び地方消費税込み）
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　　ウ　維持・管理・委託費

　　金　　額（円） 内　　　　　容

料金徴収・経理等業務一式

下水道使用料センター処
理、帳票類一式

下水道事業用基幹系ソフトウェア借上げ業務 ソフトウェア借上げ業務一式

経営戦略改定に係る指導・
業務等一式

佐久水道企業団料金システムの導
入、設置及び保守業務一式

処理場4か所
中継ポンプ場3か所
ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場180か所

汚泥堆肥化6,090t
 @13,500円/ｔ（税抜）

脱水汚泥運搬（処理場～志賀）
6,090t @2,700円/ｔ（税抜）

佐久市下水道事業水質・汚泥分析業務
水質・汚泥・臭気分析業務
処理施設15か所

公共・農集マンホールポンプ場清掃業務
高圧洗浄工
マンホールポンプ井清掃78か所

滑津川・雨川伏越管路清掃業務

高圧洗浄工(年3回）
伏越管渠清掃φ200～φ250）
L＝144m
特殊ﾏﾝﾎｰﾙ清掃　4か所

汚水岩村田分区2196-1号線外　管路清掃業務
管路清掃φ150～φ250
L=1,234ｍ

管路調査
　本管TVｶﾒﾗ調査工（φ300～φ
350㎜）　Ｌ＝936ｍ
　ﾏﾝﾎｰﾙ目視調査工　316か所
　管きょ内洗浄工　（φ150～φ400
㎜）　Ｌ＝8,643ｍ

管路調査
　本管TVｶﾒﾗ調査工（φ150～φ
250㎜）　Ｌ＝1,878ｍ
　ﾏﾝﾎｰﾙ目視調査工　282か所
　管きょ内洗浄工　（φ150～φ250
㎜）　Ｌ＝9,477ｍ

高圧洗浄工　着水槽清掃

佐久市生活排水処理施設統廃
合計画策定

佐久市下水道台帳管理システ
ム保守

30件

佐久市下水道事業経営戦略改定等業務

佐久水道企業団料金システム導入業務

佐久市下水道管理センター　最初沈殿池着水槽清掃業務

業 務 名

佐久市下水道料金徴収・経理等業務

下水道使用料徴収業務

佐久市下水道管理センター汚泥処分業務

佐久市下水道台帳管理システム保守業務

汚水岩村田分区4023号線外　管路調査業務

汚水中込原分区18号線外　管路調査業務

佐久市生活排水処理施設　第2期統廃合計画策定業務

佐久市下水道管理センター外運転管理業務

佐久市下水道管理センター脱水汚泥運搬業務

200万円未満
下水道事業　事業場汚水排水水質分析業務　ほか12件

計

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

第一環境㈱
随意契約

（プロポーザル）
長期継続契約

㈱電算　佐久支社 随意契約

㈱電算
㈱電算　佐久支社

随意契約 長期継続契約

㈱ぎょうせい　関東支社 随意契約

㈱フューチャーイン 随意契約

水ingAM㈱長野営業所 一般競争入札 長期継続契約

クリーンユーキ㈱ 随意契約 単価契約

㈱光和建設 一般競争入札
長期継続契約
単価契約

環境未来㈱技術センター 一般競争入札

浅間清掃㈲ 指名競争入札

㈱不動 指名競争入札

協友工業㈱ 指名競争入札

佐久浄設工業㈲ 指名競争入札

㈱光和建設 指名競争入札

浅間清掃㈲ 指名競争入札

㈱三水コンサルタント
長野事務所

一般競争入札

㈱朝日航洋　上田支店 随意契約

（消費税及び地方消費税込み）
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　　ウ　維持・管理・委託費

　　金　　額（円） 内　　　　　容

料金徴収・経理等業務一式

下水道使用料センター処
理、帳票類一式

下水道事業用基幹系ソフトウェア借上げ業務 ソフトウェア借上げ業務一式

経営戦略改定に係る指導・
業務等一式

佐久水道企業団料金システムの導
入、設置及び保守業務一式

処理場4か所
中継ポンプ場3か所
ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場180か所

汚泥堆肥化6,090t
 @13,500円/ｔ（税抜）

脱水汚泥運搬（処理場～志賀）
6,090t @2,700円/ｔ（税抜）

佐久市下水道事業水質・汚泥分析業務
水質・汚泥・臭気分析業務
処理施設15か所

公共・農集マンホールポンプ場清掃業務
高圧洗浄工
マンホールポンプ井清掃78か所

滑津川・雨川伏越管路清掃業務

高圧洗浄工(年3回）
伏越管渠清掃φ200～φ250）
L＝144m
特殊ﾏﾝﾎｰﾙ清掃　4か所

汚水岩村田分区2196-1号線外　管路清掃業務
管路清掃φ150～φ250
L=1,234ｍ

管路調査
　本管TVｶﾒﾗ調査工（φ300～φ
350㎜）　Ｌ＝936ｍ
　ﾏﾝﾎｰﾙ目視調査工　316か所
　管きょ内洗浄工　（φ150～φ400
㎜）　Ｌ＝8,643ｍ

管路調査
　本管TVｶﾒﾗ調査工（φ150～φ
250㎜）　Ｌ＝1,878ｍ
　ﾏﾝﾎｰﾙ目視調査工　282か所
　管きょ内洗浄工　（φ150～φ250
㎜）　Ｌ＝9,477ｍ

高圧洗浄工　着水槽清掃

佐久市生活排水処理施設統廃
合計画策定

佐久市下水道台帳管理システ
ム保守

30件

佐久市下水道事業経営戦略改定等業務

佐久水道企業団料金システム導入業務

佐久市下水道管理センター　最初沈殿池着水槽清掃業務

業 務 名

佐久市下水道料金徴収・経理等業務

下水道使用料徴収業務

佐久市下水道管理センター汚泥処分業務

佐久市下水道台帳管理システム保守業務

汚水岩村田分区4023号線外　管路調査業務

汚水中込原分区18号線外　管路調査業務

佐久市生活排水処理施設　第2期統廃合計画策定業務

佐久市下水道管理センター外運転管理業務

佐久市下水道管理センター脱水汚泥運搬業務

200万円未満
下水道事業　事業場汚水排水水質分析業務　ほか12件

計

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

第一環境㈱
随意契約

（プロポーザル）
長期継続契約

㈱電算　佐久支社 随意契約

㈱電算
㈱電算　佐久支社

随意契約 長期継続契約

㈱ぎょうせい　関東支社 随意契約

㈱フューチャーイン 随意契約

水ingAM㈱長野営業所 一般競争入札 長期継続契約

クリーンユーキ㈱ 随意契約 単価契約

㈱光和建設 一般競争入札
長期継続契約
単価契約

環境未来㈱技術センター 一般競争入札

浅間清掃㈲ 指名競争入札

㈱不動 指名競争入札

協友工業㈱ 指名競争入札

佐久浄設工業㈲ 指名競争入札

㈱光和建設 指名競争入札

浅間清掃㈲ 指名競争入札

㈱三水コンサルタント
長野事務所

一般競争入札

㈱朝日航洋　上田支店 随意契約

（消費税及び地方消費税込み）
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（２）特定環境保全公共下水道事業

　　ア　建設改良工事の概要

　　（ア）汚水渠施設費

工 事 名 箇所名 　金　　額（円） 内　　　　容

11件

　　（イ）処理場・ポンプ場委託費

　内　　　容

望月浄化センター耐震診断

1件

　　（ウ）災害汚水渠舗装費

工 事 名 箇所名 　金　　額（円） 内　　　　容

令和元年東日本台風　特環浅科処理区　塩名
田水管橋災害復旧舗装工事

塩名田字砂原
外

舗装本復旧工　A=760㎡

1件

　　イ　保存工事

内　　　　　容

曝気機インバータ修繕　1台

スカムピット修繕 防水工　1式

放流量計交換　1式
曝気基盤内蔵電池交換　1式

ｵｰﾄｽﾄﾚﾅｰｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ　1台
通報装置交換　1台

19件

　　ウ　維持・管理・委託費

　　金　　額（円） 内　　　　　容

濃縮汚泥運搬（処理場～川西保健
衛生施設組合）4,057.25㎥
 @4,800円/㎥（税抜）

高圧洗浄工
マンホールポンプ井清掃　68か所

特定環境保全公共下水道（春
日処理区）事業変更計画作成

脱水汚泥運搬（処理場～クリーンユー
キ）322.1ｔ　＠5,300円/ｔ（税抜き）

4件

特環　望月浄化センター　スカムピット修繕

特環　望月浄化センター　放流量計外修繕

特環　春日浄化センター　オートストレーナー外修繕

計

特環　望月浄化センター　曝気機インバータ修繕

業 務 名 　　金　　額（円）

佐久市特定環境保全公共下水道望月浄化センター再構築基本
設計（耐震実施計画）に係る技術的援助に関する協定

計

工 事 名 　　金　　額（円）

500万円未満
特環　浅科処理区60号線　マンホール修繕　ほか14件

計

計

特環浅科浄化センター脱水汚泥運搬業務

望月地区下水道処理施設汚泥運搬業務

1,000万円未満
特環　浅科処理区534号線　取付管工事　ほか10件

計

業 務 名

佐久市特定環境保全公共下水道（春日処理区）事業計画変更協
議図書作成業務

特環・農集　マンホールポンプ場清掃業務

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

地方共同法人
日本下水道事業団

協定 R2-R3繰越

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

池田建設㈱ 指名競争入札 R2-R3繰越

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

信州電機㈱ 一般競争入札

㈲三國 一般競争入札

信州電機㈱ 一般競争入札

㈲三國 一般競争入札

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

㈲望月広衛社 随意契約 単価契約

㈲望月広衛社 指名競争入札

㈱三水コンサルタント
長野事務所

一般競争入札

㈱浅科衛生センター 一般競争入札
長期継続契約
単価契約

（消費税及び地方消費税込み）

（消費税及び地方消費税込み）

（消費税及び地方消費税込み）

(消費税及び地方消費税込み)

（消費税及び地方消費税込み）
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（２）特定環境保全公共下水道事業

　　ア　建設改良工事の概要

　　（ア）汚水渠施設費

工 事 名 箇所名 　金　　額（円） 内　　　　容

11件

　　（イ）処理場・ポンプ場委託費

　内　　　容

望月浄化センター耐震診断

1件

　　（ウ）災害汚水渠舗装費

工 事 名 箇所名 　金　　額（円） 内　　　　容

令和元年東日本台風　特環浅科処理区　塩名
田水管橋災害復旧舗装工事

塩名田字砂原
外

舗装本復旧工　A=760㎡

1件

　　イ　保存工事

内　　　　　容

曝気機インバータ修繕　1台

スカムピット修繕 防水工　1式

放流量計交換　1式
曝気基盤内蔵電池交換　1式

ｵｰﾄｽﾄﾚﾅｰｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ　1台
通報装置交換　1台

19件

　　ウ　維持・管理・委託費

　　金　　額（円） 内　　　　　容

濃縮汚泥運搬（処理場～川西保健
衛生施設組合）4,057.25㎥
 @4,800円/㎥（税抜）

高圧洗浄工
マンホールポンプ井清掃　68か所

特定環境保全公共下水道（春
日処理区）事業変更計画作成

脱水汚泥運搬（処理場～クリーンユー
キ）322.1ｔ　＠5,300円/ｔ（税抜き）

4件

特環　望月浄化センター　スカムピット修繕

特環　望月浄化センター　放流量計外修繕

特環　春日浄化センター　オートストレーナー外修繕

計

特環　望月浄化センター　曝気機インバータ修繕

業 務 名 　　金　　額（円）

佐久市特定環境保全公共下水道望月浄化センター再構築基本
設計（耐震実施計画）に係る技術的援助に関する協定

計

工 事 名 　　金　　額（円）

500万円未満
特環　浅科処理区60号線　マンホール修繕　ほか14件

計

計

特環浅科浄化センター脱水汚泥運搬業務

望月地区下水道処理施設汚泥運搬業務

1,000万円未満
特環　浅科処理区534号線　取付管工事　ほか10件

計

業 務 名

佐久市特定環境保全公共下水道（春日処理区）事業計画変更協
議図書作成業務

特環・農集　マンホールポンプ場清掃業務

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

地方共同法人
日本下水道事業団

協定 R2-R3繰越

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

池田建設㈱ 指名競争入札 R2-R3繰越

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

信州電機㈱ 一般競争入札

㈲三國 一般競争入札

信州電機㈱ 一般競争入札

㈲三國 一般競争入札

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

㈲望月広衛社 随意契約 単価契約

㈲望月広衛社 指名競争入札

㈱三水コンサルタント
長野事務所

一般競争入札

㈱浅科衛生センター 一般競争入札
長期継続契約
単価契約

（消費税及び地方消費税込み）

（消費税及び地方消費税込み）

（消費税及び地方消費税込み）

(消費税及び地方消費税込み)

（消費税及び地方消費税込み）
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（３）農業集落排水事業

　　ア　建設改良工事の概要

　　（ア）汚水渠施設費

工 事 名 箇所名 　金　　額（円） 内　　　　容

農業集落排水事業　志賀地区処理施設　機能強
化工事（機械）

志賀字金定 ばっ気撹拌装置設置　1基

農業集落排水事業　志賀地区処理施設　機能強
化工事

志賀字金定 土木付帯工事

農業集落排水事業　志賀地区処理施設　機能強
化工事

志賀字金定 ばっ気撹拌装置設置　1基

7件

　　（イ）処理場・ポンプ場委託費

　内　　　容

実施設計・積算業務

調査計画業務

5件

　　イ　保存工事

内　　　　　容

脱臭装置オーバーホール　1基

北岩尾・落合地区処理施設　脱
臭装置オーバーホール　1基
南岩尾地区処理施設　破砕機
オーバーホール　1基

14件

計

500万円未満
農集　布施処理区　入布施マンホールポンプ場外汚水ポンプ修
繕　ほか11件

農集　岸野地区処理施設　脱臭装置修繕

農集処理施設　脱臭装置外修繕

農業集落排水事業　北岩尾・落合地区処理施設　機能強化対策
調査・計画

農業集落排水事業　横根地区処理施設　機能強化対策工事実
施設計・積算業務

計

計

工 事 名

1,000万円未満
農集排　布施処理区2-38号線　取付管工事 ほか3件

200万円未満
農業集落排水事業　志賀地区処理施設　機能強化工事現場監
理支援業務　ほか2件

業 務 名 　　金　　額（円）

　　金　　額（円）

（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

フジヒタチ㈱ 一般競争入札 R2-R3繰越

㈱マルユウ 一般競争入札 R2-R3繰越

フジヒタチ㈱ 一般競争入札

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

長野県土地改良事業団体 連合会 随意契約

長野県土地改良事業団体 連合会 随意契約

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

㈲伴野設備工業 一般競争入札

㈲三國 一般競争入札

（消費税及び地方消費税込み）

(消費税及び地方消費税込み)
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（３）農業集落排水事業

　　ア　建設改良工事の概要

　　（ア）汚水渠施設費

工 事 名 箇所名 　金　　額（円） 内　　　　容

農業集落排水事業　志賀地区処理施設　機能強
化工事（機械）

志賀字金定 ばっ気撹拌装置設置　1基

農業集落排水事業　志賀地区処理施設　機能強
化工事

志賀字金定 土木付帯工事

農業集落排水事業　志賀地区処理施設　機能強
化工事

志賀字金定 ばっ気撹拌装置設置　1基

7件

　　（イ）処理場・ポンプ場委託費

　内　　　容

実施設計・積算業務

調査計画業務

5件

　　イ　保存工事

内　　　　　容

脱臭装置オーバーホール　1基

北岩尾・落合地区処理施設　脱
臭装置オーバーホール　1基
南岩尾地区処理施設　破砕機
オーバーホール　1基

14件

計

500万円未満
農集　布施処理区　入布施マンホールポンプ場外汚水ポンプ修
繕　ほか11件

農集　岸野地区処理施設　脱臭装置修繕

農集処理施設　脱臭装置外修繕

農業集落排水事業　北岩尾・落合地区処理施設　機能強化対策
調査・計画

農業集落排水事業　横根地区処理施設　機能強化対策工事実
施設計・積算業務

計

計

工 事 名

1,000万円未満
農集排　布施処理区2-38号線　取付管工事 ほか3件

200万円未満
農業集落排水事業　志賀地区処理施設　機能強化工事現場監
理支援業務　ほか2件

業 務 名 　　金　　額（円）

　　金　　額（円）

（消費税及び地方消費税込み）

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

フジヒタチ㈱ 一般競争入札 R2-R3繰越

㈱マルユウ 一般競争入札 R2-R3繰越

フジヒタチ㈱ 一般競争入札

請負業者名 契約方法 着手年月日 完了年月日 検査年月日 備　考

長野県土地改良事業団体 連合会 随意契約

長野県土地改良事業団体 連合会 随意契約

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

㈲伴野設備工業 一般競争入札

㈲三國 一般競争入札

（消費税及び地方消費税込み）

(消費税及び地方消費税込み)
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　　ウ　維持・管理・委託費

　　金　　額（円） 内　　　　　容

処理場9か所
ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場8か所

濃縮汚泥運搬（処理場～佐久平環
境衛生組合）2,750.51㎥
　@5,400円/ｔ（税抜）

処理場2か所
ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場8か所

佐久市下水道台帳管理システ
ムデータ更新
農業集落排水志賀地区外

4件

（４）小規模集合排水処理事業

　　ア  保存工事

内　　　　　容

沈殿槽エアー配管交換　1式

1件

計

工 事 名 　　金　　額（円）

小規模　藤巻地区処理施設　沈殿槽エアー配管修繕

計

農業集落排水事業　横根地区処理施設　機能強化対策工事実
施設計・積算業務

業 務 名

佐久地区生活排水共同処理施設運転管理業務

佐久地区生活排水共同処理施設汚泥運搬業務

望月地区生活排水共同処理施設運転管理業務

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

佐久平環境整備事業協同組合 一般競争入札 長期継続契約

佐久平環境整備事業協同組合 随意契約 単価契約

㈲望月広衛社 一般競争入札 長期継続契約

㈱朝日航洋　上田支店 随意契約

(消費税及び地方消費税込み)

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

㈲双葉工業 随意契約

（消費税及び地方消費税込み）
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　　ウ　維持・管理・委託費

　　金　　額（円） 内　　　　　容

処理場9か所
ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場8か所

濃縮汚泥運搬（処理場～佐久平環
境衛生組合）2,750.51㎥
　@5,400円/ｔ（税抜）

処理場2か所
ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場8か所

佐久市下水道台帳管理システ
ムデータ更新
農業集落排水志賀地区外

4件

（４）小規模集合排水処理事業

　　ア  保存工事

内　　　　　容

沈殿槽エアー配管交換　1式

1件

計

工 事 名 　　金　　額（円）

小規模　藤巻地区処理施設　沈殿槽エアー配管修繕

計

農業集落排水事業　横根地区処理施設　機能強化対策工事実
施設計・積算業務

業 務 名

佐久地区生活排水共同処理施設運転管理業務

佐久地区生活排水共同処理施設汚泥運搬業務

望月地区生活排水共同処理施設運転管理業務

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

佐久平環境整備事業協同組合 一般競争入札 長期継続契約

佐久平環境整備事業協同組合 随意契約 単価契約

㈲望月広衛社 一般競争入札 長期継続契約

㈱朝日航洋　上田支店 随意契約

(消費税及び地方消費税込み)

請負業者名 契約方法 着手年月日 竣工年月日 検査年月日 備　考

㈲双葉工業 随意契約

（消費税及び地方消費税込み）
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３　業　務

（１) 業務量

　　ア  下水道整備の状況

戸 戸 戸

人 人 人

㎥ ㎥ ㎥

戸 戸 戸

戸 戸 戸

人 人 人

㎥ ㎥ ㎥

戸 戸 戸

戸 戸 戸

人 人 人

㎥ ㎥ ㎥

戸 戸 戸

戸 戸 戸

人 人 人

㎥ ㎥ ㎥

戸 戸 戸

戸 戸 戸

人 人 人

㎥ ㎥ ㎥

戸 戸 戸

事項 令和３年度 令和２年度 増　減
前年度比

(％)

公
共
下
水
道
事
業

整 備 面 積

供 用 開 始 面 積

使 用 可 能 戸 数

使 用 可 能 人 口

年 間 総 流 入 量

水 洗 化 戸 数

特
定
環
境
保
全
公
共
下
水
道
事
業

整 備 面 積 ― 　―

供 用 開 始 面 積 ― 　―

使 用 可 能 戸 数

使 用 可 能 人 口

年 間 総 流 入 量 △ 3,926

水 洗 化 戸 数

農
業
集
落
排
水
事
業

整 備 面 積 ― 　―   　

供 用 開 始 面 積 ― 　―   　

使 用 可 能 戸 数

使 用 可 能 人 口

年 間 総 流 入 量 △ 5,951

水 洗 化 戸 数

小
規
模
集
合
排
水
処
理
事
業

整 備 面 積 ― 　―   　

供 用 開 始 面 積 ― 　―   　

使 用 可 能 戸 数 ― 　―   　

使 用 可 能 人 口 ― 　―   　

年 間 総 流 入 量 △ 373

水 洗 化 戸 数 ― 　―   　

コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
・
プ
ラ
ン
ト

整 備 面 積 ― 　―   　

供 用 開 始 面 積 ― 　―   　

使 用 可 能 戸 数 ― 　―　

使 用 可 能 人 口 ― 　―　

年 間 総 流 入 量 △ 216

水 洗 化 戸 数 ― 　―　
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戸 戸 戸

人 人 人

㎥ ㎥ ㎥

戸 戸 戸

　　イ　事業別有収水量及び使用料の状況

区　分

上段：消費税等込み
下段：消費税等抜き

事項 令和３年度 令和２年度 増　減
前年度比
(％)

合
計

整 備 面 積

供用開始面積

使用可能戸数

使用可能人口

年間総流入量

水 洗 化 戸 数

有収水量（㎥） 使用料（円）

事業別 令和３年度 令和２年度 前年度比(%) 令和３年度 令和２年度 前年度比(%) 構成比(%)

公共下水道事業

特定環境保全
公共下水道事業

農業集落
排水事業

小規模集合
排水処理事業

コミュニティ
・プラント

合計
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　　ウ　諸届件数

年　度

事業・件名

受付件数 比較

令和３年度 令和２年度 増減件数 前年度比（％）

　公共下水道事業

排水設備計画確認申請

使 用 開 始 届

使 用 廃 止 届 △ 8

　特定環境保全公共下水道事業

排水設備計画確認申請 △ 17

使 用 開 始 届

使 用 廃 止 届 △ 1

　農業集落排水事業

排水設備計画確認申請

使 用 開 始 届 △ 6

使 用 廃 止 届 △ 2

　小規模集合排水処理事業

排水設備計画確認申請 ― 

使 用 開 始 届 ― 

使 用 廃 止 届 ― 

　コミュニティ・プラント

排水設備計画確認申請 ― 

使 用 開 始 届 ― 

使 用 廃 止 届 ― 

　合　計

排水設備計画確認申請

使 用 開 始 届

使 用 廃 止 届 △ 11
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（２) 事業収入及び事業費に関する事項

　　ア　公共下水道事業

事 業 収 入

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業収益

　下水道使用料

　他会計負担金 △ 628,000

　その他営業収益 △ 249,900

営業外収益

　受取利息及び配当金

　他会計補助金 △ 7,126,000

  長期前受金戻入

  雑収益

特別利益 △ 11,294,862

　固定資産売却益 ―　

　過年度損益修正益 △ 18,703,417

合 計

事 業 費

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業費用

  排水設備費

  管渠費

　ポンプ場費

　処理場費

　普及指導費

　業務費 △ 7,935,724

  総係費 △ 30,954,982

  減価償却費

  資産減耗費

営業外費用 △ 23,215,337
  支払利息及び
　企業債取扱諸費

△ 30,373,178

  雑支出

特別損失 △ 26,022,750

　過年度損益修正損 △ 26,022,750

合 計

令和３年度 令和２年度 比較

令和３年度 令和２年度 比較
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　　イ　特定環境保全公共下水道事業

事 業 収 入

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業収益 △ 168,310

　下水道使用料 △ 154,010

　その他営業収益 △ 14,300

営業外収益 △ 5,980,918

　他会計補助金 △ 7,881,000

　長期前受金戻入

  雑収益

特別利益 △ 185,420

  固定資産売却益 △ 165,420

　その他特別利益 △ 20,000

合 計 △ 6,334,648

事 業 費

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業費用

  管渠費 △ 8,370,500

　ポンプ場費 △ 2,308,632

　処理場費

　業務費

  総係費

  減価償却費

　資産減耗費 △ 333,335

営業外費用 △ 9,166,653
  支払利息及び
　企業債取扱諸費

△ 9,165,740

  雑支出 △ 913

特別損失 △ 277,733

　過年度損益修正損 △ 277,733

合 計

令和３年度 令和２年度 比較

令和３年度 令和２年度 比較
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　　ウ　農業集落排水事業

事 業 収 入

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業収益 △ 1,649,640

　下水道使用料 △ 1,651,440

　その他営業収益

営業外収益 △ 3,654,369

　他会計補助金 △ 675,000

　長期前受金戻入 △ 2,972,811

  雑収益 △ 6,558

合 計 △ 5,304,009

事 業 費

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業費用

  管渠費

　ポンプ場費

　処理場費

　業務費

  総係費 △ 68,935

  減価償却費 △ 5,017,751

  資産減耗費 ―　

営業外費用 △ 1,394,161
  支払利息及び
　企業債取扱諸費

△ 1,369,782

  雑支出 △ 24,379

特別損失 △ 12,920

　過年度損益修正損 △ 12,920

合 計

令和３年度 令和２年度 比較

令和３年度 令和２年度 比較
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　　エ　小規模集合排水処理事業

事 業 収 入

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業収益 △ 32,880

　下水道使用料 △ 32,880

営業外収益 △ 330,668

　他会計補助金 △ 203,000

　長期前受金戻入 △ 127,678

  雑収益

合 計 △ 363,548

事 業 費

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業費用 △ 174,005

　処理場費

　業務費

  減価償却費 △ 598,522

営業外費用 △ 76,023
  支払利息及び
　企業債取扱諸費

△ 76,023

合 計 △ 250,028

令和３年度 令和２年度 比較

令和３年度 令和２年度 比較
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　　オ　コミュニティ・プラント

事 業 収 入

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業収益

　下水道使用料

　その他営業収益 △ 200

営業外収益 △ 411

　長期前受金戻入 △ 2

  雑収益 △ 409

特別利益 ―　

　その他特別利益 ―　

合 計

事 業 費

年　度

科　目 金額（円）
構成比
（％）

金額（円）
構成比
（％）

増減（円）
前年度比

（％）

営業費用 △ 3,457,165

　処理場費 △ 3,456,972

　業務費

  総係費 △ 193

  減価償却費

合 計 △ 3,457,165

令和３年度 令和２年度 比較

令和３年度 令和２年度 比較
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　また、事業費用を性質別に区分すると次のとおりである

年度別

区分 費用（円） 構成比（％） 費用（円） 構成比（％） 増減（円） 前年度比（％）

職員給与費 △ 31,693,242

報酬

給料

手当 △ 1,365,253

賞与引当金繰入額

法定福利費

退職給付費 △ 33,888,000

法定福利費引当金繰入額 △ 26,461

報償費 △ 8,048,630

交際費 △ 8,968

旅費

被服費 △ 19,361

備消耗品費 △ 8,151

燃料費 △ 181,976

光熱水費

印刷製本費 △ 1,700

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

路面復旧費 △ 26,900

動力費

薬品費 ― 

材料費 △ 2,200

研修費

厚生福利費 △ 40,380

会費負担金

保険料 △ 155,561

公課費 △ 72,900

貸倒引当金繰入額 △ 1,258,970

減価償却費

有形固定資産減価償却費

無形固定資産減価償却費

資産減耗費

固定資産除却費

支払利息 △ 40,984,723

企業債利息 △ 40,984,723

雑支出

特別損失 △ 26,313,403

過年度損益修正損 △ 26,313,403

合 計

令和３年度 令和２年度 比較
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４　会　　計

（１) 重要契約の要旨 (消費税及び地方消費税込み 単位：円)

協定
令和元年東日本台風佐久市下
水道管理センター災害本復旧
工事業務委託

R2.3.5～
　　R3.12.28

日本下水道
事業団

協定

佐久市公共下水道佐久市下水
道管理センター他再構築基本
設計（ストックマネジメント全体
計画）に係る技術的援助に関す
る協定

R3.6.1～
　　R5.3.31

日本下水道
事業団

協定

佐久市下水道管理センターの
建設工事委託に関する協定（監
視制御設備更新工事）

R3.6.1～
　　R5.3.31

日本下水道
事業団

佐久市公共下水道野沢中継ポ
ンプ場の更新工事委託に関す
る協定（受変電設備更新工事）

R2.7.1～
　　R4.3.31

日本下水道
事業団

佐久平環境整備
事業協同組合

協定

一般競争入札
(長期継続契約)

佐久地区生活排水共同処理施
設運転管理業務

R3.4.1～
　　R6.3.31

水ingAM㈱
長野営業所

契約の内容

一般競争入札
(長期継続契約)

佐久市下水道管理センター外
運転管理業務

佐久市下水道料金徴収・経理
等業務委託

R2.4.1～
　　R7.3.31

第一環境㈱

一般競争入札

契約年月日 工期（期間） 契約金額（全体） R3執行額 契約の相手方 契約方法

随意契約
（プロポーザル）
（長期継続契約）

R3.4.1～
　　R6.3.31

R2.8.31～
　　R3.9.30

㈱木次工務店

汚水岩村田分区2-6-48号線外
管路工事

R2.8.11～
　　R3.9.30

㈱光和建設

一般競争入札

汚水岩村田分区2-6-2号線外
管路工事

R3.4.30～
㈱佐久総合 一般競争入札

汚水岩村田分区2-6-27号線外
管路工事

一般競争入札
農業集落排水事業　南岩尾地
区処理施設機能強化工事

R3.11.22～
　　R4.6.13

㈱不動
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（２) 企業債の状況 (単位：円)

（３）資本的支出の財源 (消費税及び地方消費税込み 単位：円)

（４) 損益勘定留保資金の状況 (単位：円)

（５) その他

借入先 前年度末未償還残高
当年度

当年度末未償還残高
発行総額 償還額

財 政 融 資 資 金

簡 易 生 命 保 険 資 金

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

長 野 県 信 用 組 合

計

企業債 受益者負担金 国庫補助金 その他

八 十 二 銀 行

区分 決算額

財 源

特 定 財 源
留保資金等 合計

企 業 債
償 還 金

建 設 改 良 費

基 金 積 立 金

計

当年度発生額 当年度補填額 当年度末残高年 度

令和３

前年度末残高

　以上の結果、課税売上割合が95％以上で特定収入割合が5％を超えることにより、仮受消費税及び地方消
費税から控除できない仮払消費税及び地方消費税は、資本的支出19,710,556円である。

　特定収入がある場合の会計整理について、消費税法第60条第4項に基づき他会計補助金等の使途を次の
とおり特定した。

　他会計負担金8,347,000円については、非課税支出（企業債利息）に充当した。

　他会計補助金446,226,000円については、非課税・不課税支出（企業債利息等）に充当した。

　雑収益のうち租税947,189円については、不課税支出（減価償却費）に充当した。

　国庫補助金163,343,500円については、課税支出（工事請負費外）に162,649,771円（特定収入）、非課税・不
課税支出（補償費等）に693,729円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。

　受益者負担金54,884,270円については、課税支出（工事請負費外）に54,305,133円（特定収入）、非課税・不
課税支出（職員給与費等）に579,137円（特定収入以外）をそれぞれ充当した。



３　佐久市下水道事業特別会計決算附属書類
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（単位：円）

（１）　業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益

　減価償却費

　固定資産除却費

　雑収益（△は益） △ 7,194,657

　退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 1,708,590

　賞与引当金の増減額（△は減少）

　法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 26,461

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 3,136,200

　長期前受金戻入額 △ 911,428,637

　受取利息及び配当金 △ 839,977

　支払利息及び企業債取扱諸費

　未収金の増減額（△は増加） △ 6,769,422

　未払金の増減額（△は減少） △ 50,241,693

　預り金の増減額（△は減少） △ 561,991

　　　小　　計

　利息及び配当金の受取額

　利息の支払額 △ 309,994,667

　業務活動によるキャッシュ・フロー

（２）　投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 2,029,839,724

　基金の預入による支出 △ 164,000

　その他投資による支出 △ 8,010

　国庫補助金による収入

　受益者負担金・分担金による収入

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 625,660,781

（３）　財務活動によるキャッシュ・フロー

　企業債による収入

　企業債の償還による支出 △ 1,858,494,477

　一般会計からの出資による収入

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 566,254,477

資金増加額 △ 152,496,535

資金期首残高

資金期末残高

１　令和３年度佐久市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）
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（単位：円）

（１）　業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益

　減価償却費

　固定資産除却費

　雑収益（△は益） △ 7,194,657

　退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 1,708,590

　賞与引当金の増減額（△は減少）

　法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 26,461

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 3,136,200

　長期前受金戻入額 △ 911,428,637

　受取利息及び配当金 △ 839,977

　支払利息及び企業債取扱諸費

　未収金の増減額（△は増加） △ 6,769,422

　未払金の増減額（△は減少） △ 50,241,693

　預り金の増減額（△は減少） △ 561,991

　　　小　　計

　利息及び配当金の受取額

　利息の支払額 △ 309,994,667

　業務活動によるキャッシュ・フロー

（２）　投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 2,029,839,724

　基金の預入による支出 △ 164,000

　その他投資による支出 △ 8,010

　国庫補助金による収入

　受益者負担金・分担金による収入

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 625,660,781

（３）　財務活動によるキャッシュ・フロー

　企業債による収入

　企業債の償還による支出 △ 1,858,494,477

　一般会計からの出資による収入

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 566,254,477

資金増加額 △ 152,496,535

資金期首残高

資金期末残高

１　令和３年度佐久市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）
（１）収益の部

（単位：円）

款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

下水道事業収益

営業収益

下水道使用料

下水道使用料

他会計負担金

雨水処理負担金

その他営業収益

手数料

営業外収益

受取利息及び

配当金 預金利息

基金利息

他会計補助金

一般会計補助金

長期前受金戻入

補助金

他会計負担金

受益者負担金・
分担金

工事負担金

受贈財産評価額

その他長期前受金

雑収益

延滞金

その他雑収益

特別利益

固定資産売却益

固定資産売却益

その他特別利益

その他特別利益

２　令和３年度佐久市下水道事業特別会計収益費用明細書 
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（２）費用の部
（単位：円）

款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

下水道事業費用

営業費用

排水設備費 予算額

報酬

給料

手当

賞与引当金繰入額

法定福利費

旅費

備消耗品費

燃料費

委託料

貸借料

修繕費

研修費

法定福利費
引当金繰入額

管渠費

備消耗品費

委託料

賃借料

修繕費

路面復旧費

材料費

保険料

ポンプ場費

備消耗品費

光熱水費

通信運搬費

委託料

賃借料

修繕費

動力費

款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

処理場費 予算額

報酬

給料

手当

賞与引当金繰入額

法定福利費

旅費

被服費

備消耗品費

燃料費

光熱水費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

動力費

薬品費

材料費

研修費

会費負担金

保険料

公課費

法定福利費
引当金繰入額

普及指導費 予算額

給料

手当

賞与引当金繰入額

法定福利費

被服費

備消耗品費

燃料費

賃借料

法定福利費
引当金繰入額
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款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

処理場費 予算額

報酬

給料

手当

賞与引当金繰入額

法定福利費

旅費

被服費

備消耗品費

燃料費

光熱水費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

動力費

薬品費

材料費

研修費

会費負担金

保険料

公課費

法定福利費
引当金繰入額

普及指導費 予算額

給料

手当

賞与引当金繰入額

法定福利費

被服費

備消耗品費

燃料費

賃借料

法定福利費
引当金繰入額
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款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

業務費

報償費

備消耗品費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

総係費 予算額

給料

手当

賞与引当金繰入額

法定福利費

交際費

報償費

備消耗品費

燃料費

印刷製本費

通信運搬費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

研修費

厚生福利費

会費負担金

保険料

貸倒引当金繰入額

法定福利費
引当金繰入額
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款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

減価償却費

有形固定資産
減価償却費
無形固定資産
減価償却費

資産減耗費

固定資産除却費

営業外費用

支払利息及び

企業債取扱諸費 企業債利息

雑支出

雑支出

特別損失

過年度損益

修正損 過年度損益修正損
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（１）収入の部
（単位：円）

款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

資本的収入

企業債

企業債

企業債

国庫補助金

国庫補助金

国庫補助金

工事負担金

受益者負担金

受益者負担金

他会計出資金

他会計出資金

一般会計出資金

（２）支出の部

（単位：円）

款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

資本的支出

建設改良費

事務費 予算額

報酬

給料

手当

法定福利費

旅費

備消耗品費

燃料費

委託料

手数料

賃借料

修繕費

３　令和３年度佐久市下水道事業特別会計資本的収入支出明細書
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款 項 目 節 金額（税抜き） 消費税 備考

研修費

保険料

公課費

資産購入費

車両購入費

工具器具及び備品

管渠・処理場等

施設費 委託料

工事請負費

路面復旧費

材料費

補償費

用地購入
及び補償費

災害復旧費

委託料

工事請負費

企業債償還金

企業債償還金

企業債償還金

基金積立金

基金積立金

下水道施設整備
基金積立金
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（１） 有形固定資産

土 地

建 物

構 築 物

機械及び装置

車 両 運 搬 具

工具器具及び備品

建 設 仮 勘 定

合 計

（２） 無形固定資産

そ の 他 無 形
固 定 資 産

合 計

（３） 投資その他の資産
（単位：円）

下 水 道 施 設
整 備 基 金

そ の 他 投 資

合 計

資産の種類
年度当初
現在高

当年度
増加額

当年度
減少額

当年度
減少額

年度末現在高

                                                                                 ４　固 定 資 産

資産の種類
年度当初
現在高

当年度
増加額

資産の種類
年度当初
現在高

当年度
増加額

当年度
減少額

年度末現在高

当年度減価償却高



－52－

（単位：円）

当年度増加額 当年度減少額 累  計

― ― ―

― ― ―

（単位：円）

減価償却累計額

     明 細 書

年度末現在高 備　考

備　考
年度末

償却未済高
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（１）公共下水道事業

当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成 5年 3月25日

公共下水道事業 平成 5年 3月25日

公共下水道事業 平成 5年 5月28日

公共下水道事業 平成 5年 8月20日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月27日

公共下水道事業 平成 6年 7月29日

公共下水道事業 平成 7年 3月27日

公共下水道事業 平成 7年 3月30日

公共下水道事業 平成 7年 3月30日

公共下水道事業 平成 7年 5月19日

公共下水道事業 平成 7年 5月22日

公共下水道事業 平成 7年 5月22日

公共下水道事業 平成 7年 5月26日

公共下水道事業 平成 7年 5月30日

公共下水道事業 平成 7年 5月30日

公共下水道事業 平成 8年 3月14日

公共下水道事業 平成 8年 3月22日

公共下水道事業 平成 8年 5月16日

公共下水道事業 平成 8年 5月16日

公共下水道事業 平成 8年 5月27日

                                                                          ５　企  業  債 

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）
償　　還　　高

－ 53 －



－54－

（１）公共下水道事業

当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成 5年 3月25日

公共下水道事業 平成 5年 3月25日

公共下水道事業 平成 5年 5月28日

公共下水道事業 平成 5年 8月20日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 3月23日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月20日

公共下水道事業 平成 6年 5月27日

公共下水道事業 平成 6年 7月29日

公共下水道事業 平成 7年 3月27日

公共下水道事業 平成 7年 3月30日

公共下水道事業 平成 7年 3月30日

公共下水道事業 平成 7年 5月19日

公共下水道事業 平成 7年 5月22日

公共下水道事業 平成 7年 5月22日

公共下水道事業 平成 7年 5月26日

公共下水道事業 平成 7年 5月30日

公共下水道事業 平成 7年 5月30日

公共下水道事業 平成 8年 3月14日

公共下水道事業 平成 8年 3月22日

公共下水道事業 平成 8年 5月16日

公共下水道事業 平成 8年 5月16日

公共下水道事業 平成 8年 5月27日

                                                                          ５　企  業  債 

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）
償　　還　　高

－ 53 －

（単位：円）

％ 令和5年 3月25日 大蔵省

％ 令和5年 3月25日 大蔵省

％ 令和5年 3月25日 大蔵省

％ 令和5年 3月25日 大蔵省

％ 令和6年 3月 1日 大蔵省

％ 令和6年 3月 1日 大蔵省

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月25日 大蔵省

％ 令和6年 3月25日 大蔵省

％ 令和7年 3月 1日 大蔵省

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月25日 大蔵省

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月25日 大蔵省

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月 1日 大蔵省

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月25日 大蔵省

            明  細  書　　（令和４年３月３１日現在）

未償還残高 利 率 償還終期 備考

－ 54 －
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当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成 8年 5月27日

公共下水道事業 平成 8年 5月30日

公共下水道事業 平成 8年 5月30日

公共下水道事業 平成 9年 3月28日

公共下水道事業 平成 9年 3月28日

公共下水道事業 平成 9年 5月23日

公共下水道事業 平成 9年 5月26日

公共下水道事業 平成 9年 5月26日

公共下水道事業 平成 9年 5月30日

公共下水道事業 平成 9年 9月25日

公共下水道事業 平成10年 3月25日

公共下水道事業 平成10年 3月25日

公共下水道事業 平成10年 3月25日

公共下水道事業 平成10年 5月20日

公共下水道事業 平成10年 5月20日

公共下水道事業 平成10年 5月25日

公共下水道事業 平成11年 3月24日

公共下水道事業 平成11年 3月24日

公共下水道事業 平成12年 1月31日

公共下水道事業 平成12年 3月30日

公共下水道事業 平成12年 3月30日

公共下水道事業 平成13年 1月31日

公共下水道事業 平成13年 3月29日

公共下水道事業 平成13年 3月29日

公共下水道事業 平成13年 8月28日

公共下水道事業 平成14年 3月28日

公共下水道事業 平成14年 3月28日

公共下水道事業 平成14年 9月25日

公共下水道事業 平成15年 3月28日

公共下水道事業 平成15年 3月28日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）
償　　還　　高
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当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成 8年 5月27日

公共下水道事業 平成 8年 5月30日

公共下水道事業 平成 8年 5月30日

公共下水道事業 平成 9年 3月28日

公共下水道事業 平成 9年 3月28日

公共下水道事業 平成 9年 5月23日

公共下水道事業 平成 9年 5月26日

公共下水道事業 平成 9年 5月26日

公共下水道事業 平成 9年 5月30日

公共下水道事業 平成 9年 9月25日

公共下水道事業 平成10年 3月25日

公共下水道事業 平成10年 3月25日

公共下水道事業 平成10年 3月25日

公共下水道事業 平成10年 5月20日

公共下水道事業 平成10年 5月20日

公共下水道事業 平成10年 5月25日

公共下水道事業 平成11年 3月24日

公共下水道事業 平成11年 3月24日

公共下水道事業 平成12年 1月31日

公共下水道事業 平成12年 3月30日

公共下水道事業 平成12年 3月30日

公共下水道事業 平成13年 1月31日

公共下水道事業 平成13年 3月29日

公共下水道事業 平成13年 3月29日

公共下水道事業 平成13年 8月28日

公共下水道事業 平成14年 3月28日

公共下水道事業 平成14年 3月28日

公共下水道事業 平成14年 9月25日

公共下水道事業 平成15年 3月28日

公共下水道事業 平成15年 3月28日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）
償　　還　　高

－ 55 －

％ 令和8年 3月25日 大蔵省

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 9月25日 大蔵省

％ 令和9年 3月25日 大蔵省

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 9月 1日 大蔵省

％ 令和10年 3月 1日 大蔵省

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月25日 大蔵省

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 9月25日 大蔵省

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 9月25日 財務省

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月25日 財務省

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 9月 1日 財務省

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

未償還残高 利 率 償還終期 備考
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当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成15年 9月25日

公共下水道事業 平成16年 3月30日

公共下水道事業 平成16年 3月30日

公共下水道事業 平成16年 9月27日

公共下水道事業 平成17年 3月22日

公共下水道事業 平成17年 3月23日

公共下水道事業 平成17年 3月23日

公共下水道事業 平成18年 3月30日

公共下水道事業 平成18年 3月30日

公共下水道事業 平成18年 7月27日

公共下水道事業 平成18年 7月31日

公共下水道事業 平成19年 3月29日

公共下水道事業 平成19年 3月29日

公共下水道事業 平成19年 3月29日

公共下水道事業 平成20年 3月28日

公共下水道事業 平成20年 3月28日

公共下水道事業 平成20年11月25日

公共下水道事業 平成20年11月27日

公共下水道事業 平成21年 3月25日

公共下水道事業 平成21年 3月30日

公共下水道事業 平成22年 3月25日

公共下水道事業 平成23年 3月30日

公共下水道事業 平成24年 3月29日

公共下水道事業 平成25年 3月28日

公共下水道事業 平成26年 3月27日

公共下水道事業 平成26年 3月27日

公共下水道事業 平成26年 6月26日

公共下水道事業 平成27年 3月26日

公共下水道事業 平成27年 3月26日

公共下水道事業 平成27年 3月26日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）
償　　還　　高
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当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成15年 9月25日

公共下水道事業 平成16年 3月30日

公共下水道事業 平成16年 3月30日

公共下水道事業 平成16年 9月27日

公共下水道事業 平成17年 3月22日

公共下水道事業 平成17年 3月23日

公共下水道事業 平成17年 3月23日

公共下水道事業 平成18年 3月30日

公共下水道事業 平成18年 3月30日

公共下水道事業 平成18年 7月27日

公共下水道事業 平成18年 7月31日

公共下水道事業 平成19年 3月29日

公共下水道事業 平成19年 3月29日

公共下水道事業 平成19年 3月29日

公共下水道事業 平成20年 3月28日

公共下水道事業 平成20年 3月28日

公共下水道事業 平成20年11月25日

公共下水道事業 平成20年11月27日

公共下水道事業 平成21年 3月25日

公共下水道事業 平成21年 3月30日

公共下水道事業 平成22年 3月25日

公共下水道事業 平成23年 3月30日

公共下水道事業 平成24年 3月29日

公共下水道事業 平成25年 3月28日

公共下水道事業 平成26年 3月27日

公共下水道事業 平成26年 3月27日

公共下水道事業 平成26年 6月26日

公共下水道事業 平成27年 3月26日

公共下水道事業 平成27年 3月26日

公共下水道事業 平成27年 3月26日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）
償　　還　　高

－ 57 －

％ 令和15年 9月 1日 財務省

％ 令和14年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和16年 9月 1日 財務省

％ 令和17年 3月 1日 財務省

％ 令和15年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和16年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和16年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和18年 3月25日 財務省

％ 令和18年 3月31日 日本郵政公社

％ 令和12年 9月30日 日本郵政公社

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 9月25日 財務省

％ 令和13年 9月20日 地方公営企業等金融機構

％ 令和14年 3月 1日 財務省

％ 令和14年 3月20日 地方公営企業等金融機構

％ 令和15年 3月 1日 財務省

％ 令和16年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和17年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和18年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和19年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和16年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和19年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和20年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和17年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和20年 3月20日 地方公共団体金融機構

未償還残高 利 率 償還終期 備考
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当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成27年 3月26日

公共下水道事業 平成28年3月25日

公共下水道事業 平成28年3月25日

公共下水道事業 平成29年3月23日

公共下水道事業 平成29年3月23日

公共下水道事業 平成30年3月26日

公共下水道事業 平成31年3月28日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

公共下水道事業 令和 3年 3月25日

公共下水道事業 令和 3年 3月25日

公共下水道事業 令和 3年 3月25日

公共下水道事業 令和 3年 3月25日

公共下水道事業 令和 4年 3月24日

公共下水道事業 令和 4年 3月24日

公共下水道事業 令和 4年 3月24日

公共下水道事業 令和 4年 3月24日

公共下水道事業 令和 4年 3月24日

事業　　計 (108件）

（２）特定環境保全公共下水道事業

当年度償還高 償還高累計
特定環境保全

公共下水道事業 平成 5年 5月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 5年 5月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 6年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 6年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 6年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 6年 5月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）
償　　還　　高

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）
償　　還　　高
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当年度償還高 償還高累計

公共下水道事業 平成27年 3月26日

公共下水道事業 平成28年3月25日

公共下水道事業 平成28年3月25日

公共下水道事業 平成29年3月23日

公共下水道事業 平成29年3月23日

公共下水道事業 平成30年3月26日

公共下水道事業 平成31年3月28日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

公共下水道事業  令和 2年 3月26日

公共下水道事業 令和 3年 3月25日

公共下水道事業 令和 3年 3月25日

公共下水道事業 令和 3年 3月25日

公共下水道事業 令和 3年 3月25日

公共下水道事業 令和 4年 3月24日

公共下水道事業 令和 4年 3月24日

公共下水道事業 令和 4年 3月24日

公共下水道事業 令和 4年 3月24日

公共下水道事業 令和 4年 3月24日

事業　　計 (108件）

（２）特定環境保全公共下水道事業

当年度償還高 償還高累計
特定環境保全

公共下水道事業 平成 5年 5月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 5年 5月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 6年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 6年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 6年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 6年 5月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）
償　　還　　高

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）
償　　還　　高
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％ 令和17年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和21年　3月25日 八十二銀行（利率見直し方式）

％ 令和18年　3月25日 長野県信用組合（利率見直し方式）

％ 令和22年　3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和19年　3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和23年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和23年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和22年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和22年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和25年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和25年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和13年 3月1日 財務省

％ 令和18年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和26年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和13年 3月1日 財務省

％ 令和27年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和27年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和24年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和19年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和24年 3月20日 地方公共団体金融機構

（単位：円）

％ 令和5年 3月25日 大蔵省

％ 令和5年 3月25日 大蔵省

％ 令和6年 3月 1日 大蔵省

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和4年 3月20日 公営企業金融公庫

未償還残高 利 率 償還終期 備考

未償還残高 利 率 償還終期 備考
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当年度償還高 償還高累計
特定環境保全

公共下水道事業 平成 6年10月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 6年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 6年11月15日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 5月22日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 5月22日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 8月21日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 9月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 9月29日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 5月27日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 5月27日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 7月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 5月26日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 5月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）
償　　還　　高
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当年度償還高 償還高累計
特定環境保全

公共下水道事業 平成 6年10月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 6年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 6年11月15日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 5月22日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 5月22日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 8月21日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 9月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年 9月29日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 7年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 5月27日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 5月27日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 8年 7月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 5月26日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 5月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）
償　　還　　高
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％ 令和4年 9月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 9月25日 大蔵省

％ 令和4年 9月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和5年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 9月 1日 大蔵省

％ 令和5年 9月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 9月25日 大蔵省

％ 令和7年 9月25日 大蔵省

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月25日 大蔵省

％ 令和8年 3月25日 大蔵省

％ 令和8年 3月25日 大蔵省

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月25日 大蔵省

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

未償還残高 利 率 償還終期 備考
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当年度償還高 償還高累計
特定環境保全

公共下水道事業 平成 9年 7月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 8月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年11月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 5月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 5月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 7月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 7月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年10月29日

特定環境保全
公共下水道事業 平成12年 4月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成12年 4月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成12年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成12年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成12年 7月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成12年 8月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成12年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成13年 5月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高
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当年度償還高 償還高累計
特定環境保全

公共下水道事業 平成 9年 7月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年 8月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成 9年11月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成10年 5月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 4月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 5月20日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 5月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 7月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年 7月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成11年10月29日

特定環境保全
公共下水道事業 平成12年 4月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成12年 4月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成12年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成12年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成12年 7月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成12年 8月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成12年10月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成13年 5月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高
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％ 令和9年 3月25日 大蔵省

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 9月25日 大蔵省

％ 令和10年 3月25日 大蔵省

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月25日 大蔵省

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月25日 大蔵省

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 3月25日 大蔵省

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 3月25日 大蔵省

％ 令和11年 9月25日 大蔵省

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月25日 財務省

％ 令和12年 9月25日 財務省

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

未償還残高 利 率 償還終期 備考
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当年度償還高 償還高累計
特定環境保全

公共下水道事業 平成13年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成13年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成13年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成13年 8月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成13年 8月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成13年10月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成14年 5月10日

特定環境保全
公共下水道事業 平成14年 5月10日

特定環境保全
公共下水道事業 平成14年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成14年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成14年 8月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成14年 8月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成14年10月29日

特定環境保全
公共下水道事業 平成15年 5月 9日

特定環境保全
公共下水道事業 平成15年 5月 9日

特定環境保全
公共下水道事業 平成15年 5月26日

特定環境保全
公共下水道事業 平成15年 5月29日

特定環境保全
公共下水道事業 平成15年11月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成16年 5月 7日

特定環境保全
公共下水道事業 平成16年 5月 7日

特定環境保全
公共下水道事業 平成16年 5月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成16年10月29日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 1月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 3月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 3月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 65 －



－66－

当年度償還高 償還高累計
特定環境保全

公共下水道事業 平成13年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成13年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成13年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成13年 8月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成13年 8月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成13年10月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成14年 5月10日

特定環境保全
公共下水道事業 平成14年 5月10日

特定環境保全
公共下水道事業 平成14年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成14年 5月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成14年 8月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成14年 8月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成14年10月29日

特定環境保全
公共下水道事業 平成15年 5月 9日

特定環境保全
公共下水道事業 平成15年 5月 9日

特定環境保全
公共下水道事業 平成15年 5月26日

特定環境保全
公共下水道事業 平成15年 5月29日

特定環境保全
公共下水道事業 平成15年11月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成16年 5月 7日

特定環境保全
公共下水道事業 平成16年 5月 7日

特定環境保全
公共下水道事業 平成16年 5月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成16年10月29日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 1月31日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 3月23日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 3月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成17年 3月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 65 －

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月25日 財務省

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 9月25日 財務省

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月25日 財務省

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 9月25日 財務省

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 3月25日 財務省

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 9月25日 財務省

％ 令和14年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和16年 9月25日 財務省

％ 令和16年 9月25日 財務省

％ 令和15年 3月22日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 3月22日 公営企業金融公庫

％ 令和17年 3月 1日 財務省

％ 令和17年 3月 1日 財務省

％ 令和17年 3月 1日 財務省

％ 令和15年 3月22日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 3月22日 公営企業金融公庫

未償還残高 利 率 償還終期 備考

－ 66 －
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当年度償還高 償還高累計
特定環境保全

公共下水道事業 平成18年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業 平成18年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業 平成19年 4月24日

特定環境保全
公共下水道事業 平成19年 4月27日

特定環境保全
公共下水道事業 平成19年 4月27日

特定環境保全
公共下水道事業 平成25年 3月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成28年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成30年3月26日

特定環境保全
公共下水道事業 平成30年3月26日

特定環境保全
公共下水道事業 平成30年10月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成31年3月28日

特定環境保全
公共下水道事業  令和 2年 3月26日

特定環境保全
公共下水道事業  令和 2年 3月26日

特定環境保全
公共下水道事業 令和 2年11月26日

特定環境保全
公共下水道事業 令和 3年3月25日

特定環境保全
公共下水道事業 令和 4年3月25日

事業　　計 （112件）

（３）農業集落排水事業

当年度償還高 償還高累計

農業集落排水事業 平成 8年 4月30日

農業集落排水事業 平成 8年 4月30日

農業集落排水事業 平成 8年 7月31日

農業集落排水事業 平成 9年 4月30日

農業集落排水事業 平成 9年 4月30日

農業集落排水事業 平成 9年 5月23日

農業集落排水事業 平成 9年11月28日

農業集落排水事業 平成10年 1月30日

農業集落排水事業 平成10年 4月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 67 －



－68－

当年度償還高 償還高累計
特定環境保全

公共下水道事業 平成18年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業 平成18年 5月16日

特定環境保全
公共下水道事業 平成19年 4月24日

特定環境保全
公共下水道事業 平成19年 4月27日

特定環境保全
公共下水道事業 平成19年 4月27日

特定環境保全
公共下水道事業 平成25年 3月28日

特定環境保全
公共下水道事業 平成28年 3月25日

特定環境保全
公共下水道事業 平成30年3月26日

特定環境保全
公共下水道事業 平成30年3月26日

特定環境保全
公共下水道事業 平成30年10月30日

特定環境保全
公共下水道事業 平成31年3月28日

特定環境保全
公共下水道事業  令和 2年 3月26日

特定環境保全
公共下水道事業  令和 2年 3月26日

特定環境保全
公共下水道事業 令和 2年11月26日

特定環境保全
公共下水道事業 令和 3年3月25日

特定環境保全
公共下水道事業 令和 4年3月25日

事業　　計 （112件）

（３）農業集落排水事業

当年度償還高 償還高累計

農業集落排水事業 平成 8年 4月30日

農業集落排水事業 平成 8年 4月30日

農業集落排水事業 平成 8年 7月31日

農業集落排水事業 平成 9年 4月30日

農業集落排水事業 平成 9年 4月30日

農業集落排水事業 平成 9年 5月23日

農業集落排水事業 平成 9年11月28日

農業集落排水事業 平成10年 1月30日

農業集落排水事業 平成10年 4月30日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 67 －

％ 令和16年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和16年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月25日 財務省

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和18年 3月25日 長野県信用組合（利率見直し方式）

％ 令和20年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和23年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和20年 9月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和21年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和22年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和22年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和25年 9月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和13年 3月1日 財務省

％ 令和14年 3月 1日 財務省

（単位：円）

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和6年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月25日 大蔵省

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和7年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 9月25日 大蔵省

％ 令和9年 9月25日 大蔵省

％ 令和10年 3月25日 大蔵省

未償還残高 利 率 償還終期 備考

未償還残高 利 率 償還終期 備考

－ 68 －



－69－

当年度償還高 償還高累計

農業集落排水事業 平成10年 4月30日

農業集落排水事業 平成10年 4月30日

農業集落排水事業 平成11年 4月30日

農業集落排水事業 平成11年 4月30日

農業集落排水事業 平成11年 5月20日

農業集落排水事業 平成11年 5月25日

農業集落排水事業 平成11年10月29日

農業集落排水事業 平成11年12月24日

農業集落排水事業 平成12年 4月28日

農業集落排水事業 平成12年 4月28日

農業集落排水事業 平成12年 4月28日

農業集落排水事業 平成12年 5月19日

農業集落排水事業 平成12年 5月26日

農業集落排水事業 平成13年 5月 8日

農業集落排水事業 平成13年 5月21日

農業集落排水事業 平成13年 5月25日

農業集落排水事業 平成13年 5月30日

農業集落排水事業 平成13年 5月30日

農業集落排水事業 平成14年 5月10日

農業集落排水事業 平成14年 5月10日

農業集落排水事業 平成14年 5月20日

農業集落排水事業 平成14年 5月20日

農業集落排水事業 平成14年 5月27日

農業集落排水事業 平成15年 5月20日

農業集落排水事業 平成15年 5月26日

農業集落排水事業 平成16年 5月20日

農業集落排水事業 平成16年 5月27日

農業集落排水事業 平成17年 3月22日

農業集落排水事業 平成17年 3月23日

農業集落排水事業 平成18年 5月16日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 69 －



－70－

当年度償還高 償還高累計

農業集落排水事業 平成10年 4月30日

農業集落排水事業 平成10年 4月30日

農業集落排水事業 平成11年 4月30日

農業集落排水事業 平成11年 4月30日

農業集落排水事業 平成11年 5月20日

農業集落排水事業 平成11年 5月25日

農業集落排水事業 平成11年10月29日

農業集落排水事業 平成11年12月24日

農業集落排水事業 平成12年 4月28日

農業集落排水事業 平成12年 4月28日

農業集落排水事業 平成12年 4月28日

農業集落排水事業 平成12年 5月19日

農業集落排水事業 平成12年 5月26日

農業集落排水事業 平成13年 5月 8日

農業集落排水事業 平成13年 5月21日

農業集落排水事業 平成13年 5月25日

農業集落排水事業 平成13年 5月30日

農業集落排水事業 平成13年 5月30日

農業集落排水事業 平成14年 5月10日

農業集落排水事業 平成14年 5月10日

農業集落排水事業 平成14年 5月20日

農業集落排水事業 平成14年 5月20日

農業集落排水事業 平成14年 5月27日

農業集落排水事業 平成15年 5月20日

農業集落排水事業 平成15年 5月26日

農業集落排水事業 平成16年 5月20日

農業集落排水事業 平成16年 5月27日

農業集落排水事業 平成17年 3月22日

農業集落排水事業 平成17年 3月23日

農業集落排水事業 平成18年 5月16日

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 69 －

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和8年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和9年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 9月25日 大蔵省

％ 令和11年 9月25日 大蔵省

％ 令和11年 9月25日 大蔵省

％ 令和12年 3月25日 財務省

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和10年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月25日 財務省

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和13年 3月25日 財務省

％ 令和13年 3月25日 財務省

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和11年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月25日 財務省

％ 令和12年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和14年 3月25日 財務省

％ 令和13年 3月20日 公営企業金融公庫

％ 令和15年 3月25日 財務省

％ 令和14年 3月22日 公営企業金融公庫

％ 令和16年 3月27日 財務省

％ 令和17年 3月 1日 財務省

％ 令和15年 3月22日 公営企業金融公庫

％ 令和16年 3月20日 公営企業金融公庫

償還終期 備考未償還残高 利 率

－ 70 －
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当年度償還高 償還高累計

農業集落排水事業 平成18年 5月26日

農業集落排水事業 平成22年 3月25日

農業集落排水事業  令和 2年 3月26日

農業集落排水事業 令和 3年 3月25日

農業集落排水事業 令和 3年 3月25日

農業集落排水事業 令和 3年 3月25日

農業集落排水事業 令和 4年 3月24日

農業集落排水事業 令和 4年 3月24日

農業集落排水事業 令和 4年 3月24日

農業集落排水事業 令和 4年 3月24日

事業　　計 (49件）

（４）小規模集合排水処理事業

当年度償還高 償還高累計
小規模集合排水

処理事業 平成 9年 4月30日

小規模集合排水
処理事業 平成10年 4月30日

小規模集合排水
処理事業 平成11年 4月30日

事業　　計 (3件）

会計全体

合　　　計 （272件）

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 71 －
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当年度償還高 償還高累計

農業集落排水事業 平成18年 5月26日

農業集落排水事業 平成22年 3月25日

農業集落排水事業  令和 2年 3月26日

農業集落排水事業 令和 3年 3月25日

農業集落排水事業 令和 3年 3月25日

農業集落排水事業 令和 3年 3月25日

農業集落排水事業 令和 4年 3月24日

農業集落排水事業 令和 4年 3月24日

農業集落排水事業 令和 4年 3月24日

農業集落排水事業 令和 4年 3月24日

事業　　計 (49件）

（４）小規模集合排水処理事業

当年度償還高 償還高累計
小規模集合排水

処理事業 平成 9年 4月30日

小規模集合排水
処理事業 平成10年 4月30日

小規模集合排水
処理事業 平成11年 4月30日

事業　　計 (3件）

会計全体

合　　　計 （272件）

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

種　類 発行年月日
発行総額

(発行価格）

償　　還　　高

－ 71 －

％ 令和18年 3月25日 財務省

％ 令和4年 3月25日 長野県信用組合

％ 令和22年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和22年 3月20日 財務省

％ 令和22年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和22年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和27年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和27年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和24年 3月20日 地方公共団体金融機構

％ 令和24年 3月20日 地方公共団体金融機構

（単位：円）

％ 令和9年 3月25日 大蔵省

％ 令和10年 3月25日 大蔵省

％ 令和11年 3月25日 大蔵省

（単位：円）

未償還残高 利 率 償還終期 備考

償還終期 備考未償還残高 利 率

－ 72 －




